
予　算 決　算 差　異

1,579,570 1,584,523 △ 4,953

29,326 25,866 3,460

4,500 1,722 2,778

276,073 220,428 55,645

0 0 0

7,919 6,122 1,797

2,803 2,813 △ 10

42,305 42,761 △ 456

0 0 0

268,943 424,871 △ 155,928

1,474,960 3,331,642 △ 1,856,682

△ 520,527 △ 539,949 19,422

2,053,103 2,053,103

5,218,975 7,153,902 △ 1,934,927

予　算 決　算 差　異

1,233,391 1,232,733 658

313,185 321,271 △ 8,086

132,814 115,779 17,035

0 0 0

0 0 0

4,745 5,220 △ 475

204,753 162,119 42,634

1,600,000 2,950,000 △ 1,350,000

114,865 127,951 △ 13,086

△ 36,646 △ 196,771 160,125

1,651,868 2,435,600 △ 783,732

5,218,975 7,153,902 △ 1,934,927

科　　　　　目

人 件 費 支 出

教 育 研 究 経 費 支 出

上記、人件費から資産運用支出までの各科目に含まれない支出
（前期末未払金支払支出、前払金支払支出、貸付金支払支出等）

当年度の諸活動に対応する支出のうち資金の支出が当年度中に行
われず、前年度または翌年度に行われる支出項目に対応する勘定

翌年度に繰り越された当年度末の支払資金の額

翌年度繰越支払資金を含む当年度における支払資金
の減少額の合計

教育研究のために支出する経費（学生募集のための支出を除く）
（消耗品費支出、光熱水費支出、旅費交通費支出、奨学費支出等）

教育研究活動を間接的に支援するために支出する経費
（消耗品費支出、光熱水費支出、旅費交通費支出、広報費支出等）

土地や土地に付着する固定資産を取得するための支出
（土地支出、建物支出、構築物支出、建設仮勘定支出等）

不動産以外の固定資産を取得するための支出
（教育研究用機器備品支出、管理用機器備品支出、図書支出等）

法人の資金運用目的による資金支出
（（何）引当特定資産繰入支出、有価証券購入支出等）

令和元年度財務状況

管 理 経 費 支 出

施 設 関 係 支 出

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

そ の 他 の 支 出

そ の 他 の 収 入

補 助 金 収 入

資 産 売 却 収 入

付随事業・収益事業収入

収　入　の　部　合　計

前 年 度 繰 越 支 払 資 金

借 入 金 等 利 息 支 出

借 入 金 等 返 済 支 出

翌 年 度 繰 越 支 払 資 金

支　出　の　部　合　計

資 金 支 出 調 整 勘 定

１．資金収支計算書

科　　　　　目

学生生徒等納付金収入

手 数 料 収 入

寄 付 金 収 入

　収　　入　　の　　部

　支　　出　　の　　部

科　　目　　の　　説　　明

在学・入学の条件として義務的かつ一律に納付される所定額
（授業料収入、入学金収入、実験実習料収入、施設設備資金収入等）

入学試験、追・再試験及び各種証明書の発行時に徴収する手数料
（入学検定料収入、試験料収入、証明手数料収入等）

寄贈者から贈与された金銭他の資産で補助金収入とならないもの
（特別寄付金収入、一般寄付金収入等）

帳簿残高のある固定資産等の売却収入
（施設売却収入、設備売却収入、有価証券売却収入等）

教育研究活動に付随する活動に係る事業及び収益事業収入
（補助活動収入、附属事業収入、受託事業収入、収益事業収入等）

法人の所有する諸資産の運用の結果生じた収入
（その他の受取利息・配当金収入等）

上記、学生生徒等納付金から受取利息・配当金収入までの各科目に含まれない収入

（施設設備利用料収入、私立大学退職金財団交付金収入等）

翌年度以後の諸活動に対応する収入を当年度に資金収入したもの
（授業料前受金収入、入学金前受金収入、実験実習料前受金収入等）

上記、学生生徒等納付金から前受金収入までの各科目に含まれない収入

（前期末未収入金収入、貸付金回収収入、預り金受入収入等）

国または地方公共団体からの助成金
（国庫補助金収入、地方公共団体補助金収入等）

受 取 利 息 ・ 配 当 金 収 入

雑 収 入

前 受 金 収 入

借 入 金 等 収 入 長期借入金収入、短期借入金収入、学校債収入等

資 金 収 入 調 整 勘 定

　　　　　　                                                                                     　　（単位：千円）

当年度の諸活動に対応する収入のうち資金の収入が当年度中に行
われず、前年度または翌年度に行われる収入項目に対応する勘定

前年度から当年度に繰り越された支払資金の額

前年度繰越支払資金を含む当年度における支払資金
の増加額の合計

科　　目　　の　　説　　明

教職員・役員に対する本俸、報酬、手当、所定福利費、
退職金、退職金財団掛金等の支出

借入金及び学校債に係る利息支出

借入金及び学校債に係る返済支出
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科　　　目 予　算 決　算 差　異

学生生徒等納付金 1,579,570 1,584,523 △ 4,953

手 数 料 29,326 25,866 3,460

寄 付 金 3,000 221 2,779

経 常 費 等 補 助 金 276,073 220,428 55,645

付 随 事 業 収 入 7,919 6,122 1,797

雑 収 入 42,305 42,761 △ 456

教育活動収入計 1,938,193 1,879,921 58,272

人 件 費 1,228,803 1,240,851 △ 12,048

教 育 研 究 経 費 497,128 503,093 △ 5,965

管 理 経 費 187,567 170,017 17,550

徴 収 不 能 額 等 0 1,255 △ 1,255

教育活動支出計 1,913,498 1,915,216 △ 1,718

教育活動収支差額 24,695 △ 35,295 59,990

受取利息 ・配当金 2,803 2,813 △ 10

その他の教育活動外収入 0 0 0

教育活動外収入計 2,803 2,813 △ 10

借 入 金 等 利 息 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0

教育活動外支出計 0 0 0

教育活動外収支差額 2,803 2,813 △ 10

27,498 △ 32,482 59,980

資 産 売 却 差 額 0 0 0

その他の特別収入 1,500 5,370 △ 3,870

特　別　収　入　計 1,500 5,370 △ 3,870

資 産 処 分 差 額 0 3,450 △ 3,450

その他の特別支出 0 238 △ 238

特　別　支　出　計 0 3,688 △ 3,688

特 別 収 支 差 額 1,500 1,682 △ 182

28,998 △ 30,800 59,798

△ 210,355 △ 20,009 △ 190,346

△ 181,357 △ 50,809 △ 130,548

79,860 79,860 0

0 0 0

△ 101,497 29,051 △ 130,548

1,942,496 1,888,105 54,391

1,913,498 1,918,905 △ 5,407

基 本 金 取 崩 額

事
業
活
動

収
入
の
部

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

事 業 活 動 収 入 計

事
業
活
動

支
出
の
部

経　常　収　支　差　額

科　　目　　の　　説　　明

事
業
活
動

支
出
の
部

事 業 活 動 支 出 計

（参　考）

前 年 度 繰 越 収 支 差 額

特
　
別
　
収
　
支

事
業
活
動
収
入
の
部

事
業
活
動
支
出
の
部

事
業
活
動

収
入
の
部

教
　
育
　
活
　
動
　
収
　
支

教
育
活
動
外
収
支

当 年 度 収 支 差 額

基本金組入前当年度収支差額

基 本 金 組 入 額 合 計

２．事業活動収支計算書

資金収支計算書の雑収入と基本的には同じ
（一部例外あり）

上記、学生生徒等納付金から雑収入までを加えた額

退職金関係以外では資金収支計算書の人件費支出と同じ

資金収支計算書の教育研究経費支出計上額のほか減価償却
額等が計上
資金収支計算書の管理経費支出計上額のほか減価償却額等
が計上

資金収支計算書の学生生徒等納付金収入と同じ

資金収支計算書の手数料収入と同じ

資金収支計算書の寄付金収入に現物寄付を加えた額
（施設設備に係る寄付金・現物寄付を除く）
資金収支計算書の経常費等補助金から施設設備補助金を
除いた額

補助活動事業、附属事業、受託事業等からの収入

　　　                                                                                             　　（単位：千円）

上記、基本金組入前当年度収支差額から基本金組入
額合計を差し引いた額

当該会計年度の前会計年度における翌年度繰越収支差額

当該会計年度において取り崩した基本金の額

前年度からの繰越収支差額に当年度収支差額を加えた、
翌年度に繰り越される収支差額

上記、各部門における事業活動収入の合計額
（学校法人に帰属する負債とならないすべての収入）

災害損失や過年度修正額等による支出

上記、資産処分差額とその他の特別支出を加えた額

上記、特別収入計から特別支出計を差し引いた額

上記、経常収支差額と特別収支差額を加えた額

学校法人がその活動に必要な資産を継続的に保持するた
めに事業活動収入から組み入れた金額の合計

上記、教育活動収支差額と教育活動外収支差額を加え
た額
資金収支計算書の資産売却収入から売却資産の簿価を控
除した金額がプラスの場合に計上
施設設備に係る寄付金・現物寄付、施設設備補助金及び
過年度修正額等による支出

上記、各部門における事業活動支出の合計額

前年度以前に計上した未収入金等で当年度において徴収不
能と判断した額及び徴収不能となる恐れのある額

上記、人件費から徴収不能額等までを加えた額

上記、教育活動収入計から教育活動支出計を差し引いた
額

資金収支計算書の受取利息・配当金収入と同じ

収益事業収入及び為替換算差益等

上記、資産売却差額とその他の特別収入を加えた額

資金収支計算書の資産売却収入から売却資産の簿価を控
除した金額がマイナスの場合に計上

上記、受取利息・配当金をその他の教育活動外収入を加え
た額

資金収支計算書の借入金等利息支出と同じ

為替換算差損等

上記、借入金等利息とその他の教育活動外支出を加えた
額
上記、教育活動外収入計から教育活動外支出計を差し
引いた額
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平成30年度末 令和元年度末 増　減

固　定　資　産 7,347,386 6,996,078 △ 351,308

有形固定資産 3,992,694 3,850,170 △ 142,524

特定資産 2,740,000 2,950,000 210,000

その他の固定資産 614,692 195,908 △ 418,784

流　動　資　産 2,132,234 2,499,748 367,514

9,479,620 9,495,826 16,206

平成30年度末 令和元年度末 増　減

固　定　負　債 343,002 351,120 8,118

流　動　負　債 651,235 690,123 38,888

994,237 1,041,243 47,006

平成30年度末 令和元年度末 増　減

8,405,523 8,425,532 20,009

8,262,523 8,282,532 20,009

143,000 143,000 0

繰越収支差額 79,860 29,051 △ 50,809

79,860 29,051 △ 50,809

8,485,383 8,485,383 0

8,485,383 8,454,583 △ 30,800

法人がその諸活動の計画に基づき必要な資産を継続的に保持する
ために維持すべきものとして事業活動収入から組み入れた額

教育研究目的で取得した固定資産の合計額

将来の支出に備えて恒常的に保持すべき資金として留
保している額（別途文部科学大臣が決定）

事業活動収支計算書における当年度収支差額の累積額

資　産　の　部　合　計

負　債　の　部　合　計

基　本　金

３．貸借対照表

科　　　　　目

　負　　債　　の　　部

科　　　　　目

科　　　　　目

第１号基本金

第４号基本金

　純　　資　　産　　の　　部

　資　　産　　の　　部

前年度からの繰越収支差額に当年度収支差額を加え
た、翌年度に繰り越される収支差額

上記、基本金と繰越収支差額を加えた額
（企業会計における自己資本に相当）

上記、負債の部合計と純資産の部の合計を加えた額

科　　目　　の　　説　　明

純　資　産　の　部　合　計

翌年度繰越収支差額

貸借対照表日後1年を超えて返済期限が到来する負債
（長期借入金、長期未払金、退職給与引当金等）

貸借対照表日後1年以内に返済期限が到来する負債
（短期借入金、未払金、前受金、預り金等）

上記、固定負債と流動負債を加えた額

科　　目　　の　　説　　明

　　　　　　　　                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

負債及び純資産の部合計

科　　目　　の　　説　　明

貸借対照表日後1年を超えて使用される資産

貸借対照表日後1年を超えて使用される有形の固定資産
（土地、建物、構築物、機器備品、図書、車両等）
使途が特定された預金及び有価証券等
（第2・3号基本金引当特定資産、（何）引当特定資産
等）
有形固定資産、特定資産以外の固定資産
（長期貸付金、長期保有の有価証券、ソフトウェア等）

上記、固定資産と流動資産を加えた額

貸借対照表日後1年以内に資金化または費用化される資産
（現金預金、未収入金、短期貸付金、前払金等）
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